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2026年7月13日

● 今週の主要経済指標と政治スケジュール

出所） 各種情報、Bloombergより三菱UFJアセットマネジメント作成

注） （日）は日本、（米）は米国、（欧）はユーロ圏、（英）は英国、
 （独）はドイツ、（仏）はフランス、（伊）はイタリア、
（豪）はオーストラリア、（中）は中国、（伯）はブラジルを指します。
日程および内容は変更される可能性があります。

★は特に注目度の高いイベント

情報提供資料

7/13 月
（米） ボウマンFRB副議長 講演

（米） ウォラーFRB理事 講演

7/14 火
★ （米） ウォーシュFRB議長 半期定例議会証言（下院）

★ （米） 6月 消費者物価（前年比）

総合　5月：+4.2%、6月：（予）+3.8%

除く食品･エネルギー

　　　　5月：+2.9%、6月：（予）+2.9%

7/15 水
（日） 5月 機械受注（船舶･電力除く民需、前月比）

4月：+8.7%、5月：（予）▲4.2%

★ （米） ベージュブック（地区連銀経済報告）

★ （米） ウォーシュFRB議長 半期定例議会証言（上院）

（米） 6月 生産者物価（最終需要、前年比）

5月：+6.5%、6月：（予）+6.2%

★ （欧） ASMLホールディング 4-6月期決算発表

（中） 4-6月期 実質GDP（前年比）

1-3月期：+5.0%、4-6月期：（予）+4.5%

（加） 金融政策決定会合

翌日物金利：2.25%→（予）2.25%

7/16 木
★ （米） 6月 小売売上高（前月比）

5月：+0.9%、6月：（予）+0.3%

（米） 新規失業保険申請件数（週間）

7月4日終了週：21.5万件

7月11日終了週：（予）21.7万件

（英） 英労働党党首候補者受付締切日

（他） 韓国　金融政策決定会合（結果公表）

基準金利：2.50%→（予）2.75%

★ （他） TSMC（台湾積体電路製造） 4-6月期決算発表

7/17 金
（日） 特別国会会期末

（米） 6月 輸出入物価（輸入、前年比）

5月：+6.7%、6月：（予）+6.7%

★ （米） 7月 消費者信頼感指数（ミシガン大学、速報）

6月：49.5、7月：（予）51.0

★ （米） 7月 期待インフレ率（ミシガン大学、速報）

1年先　6月：+4.6%、7月：（予）+4.4%

5-10年先　6月：+3.3%、7月：（予）+3.3%

● 日本国債市場で高まるリスクプレミアム

日本・米国・ドイツ 10年タームプレミアム
(推計値、2024年初からの変化幅)

出所）Bloombergより三菱UFJアセットマネジメント作成

注）直近値は2026年7月10日。
米独はBloomberg推計、日本は大和JGBタームプレミアムを参照。
推計元が異なるため、絶対水準ではなく2024年初からの変化幅に着目。

中東リスク再燃、政策金利とAI投資の行方を見極めへ

■ 中東情勢悪化、AI関連株の調整から回帰へ

先週の株式市場は、AI･半導体株の利益確定売りと中東

情勢悪化への警戒が交錯し、荒い値動きとなりました。

週前半は、過熱警戒からAI関連銘柄が調整する一方で、

景気･消費関連株への資金シフトもみられました。しかし

週後半は、中東情勢悪化に伴う原油高を背景にインフレ

懸念が再燃し、債券や景気敏感株が買いにくくなったこ

とで、AI関連株への物色が再び優勢となりました。

■ 金利上昇･円安圧力が続く日本市場

日本市場では金利上昇･円安基調が継続。10年国債利回

りは一時2.9%近辺まで上昇し、市場では日銀の金融政策

正常化に加え、財政リスクプレミアムの上昇も意識され

ています(上図)。片山財務相による国内投資促進発言等

を受けて、金利低下･円高が進む場面もみられましたが、

財政運営や国債需給への警戒は依然根強い状況です。

■ 政策金利とAI投資の行方を見極める週

今週は主要中銀の政策金利見通しを左右する重要な材

料が目白押しです。中東情勢に加え、米6月物価指標や小

売売上高、ウォーシュFRB議長の議会証言が金融政策の

方向性を占う材料となります。また、ASMLやTSMCの企

業決算はAI投資の持続性を測る試金石となり、金融政策

とAI投資の先行きを見極める週となりそうです。(吉永)
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金融市場の動向 

● 株式市場の動き

● 長期金利（10年国債利回り）の動き

● 為替相場の動き

出所） MSCI、S&P、Bloombergより三菱UFJアセットマネジメント作成 出所）Bloombergより三菱UFJアセットマネジメント作成

● 主要金融市場の動き（直近1週間）
※騰落幅および騰落率は直近値の1週間前比

注）上記3図の直近値は2026年7月10日時点。
当該日が休場の場合は直近営業日の値を記載。

注）MSCI WORLD、MSCI EM、S&P先進国REIT指数は米ドルベース。
原油は1バレル当たり、金は1オンス当たりの価格。
騰落幅、騰落率ともに2026年7月3日対比。
当該日が休場の場合は直近営業日の値を使用。

7月10日 騰落幅 騰落率%

日本 日経平均株価 （円） 68,557.73 -1,186.34 ▲1.70

TOPIX 4,036.08 -28.52 ▲0.70

米国 NYダウ （米ドル） 52,637.01 -263.06 ▲0.50

S&P500 7,575.39 92.15 1.23

ﾅｽﾀﾞｯｸ総合指数 26,281.61 448.94 1.74

欧州 ｽﾄｯｸｽ・ﾖｰﾛｯﾊﾟ600 641.10 -11.67 ▲1.79

ドイツ DAX®指数 25,067.09 -712.22 ▲2.76

英国 FTSE100指数 10,497.29 -181.74 ▲1.70

中国 上海総合指数 3,996.16 -47.48 ▲1.17

先進国 MSCI WORLD 4,867.82 25.34 0.52

新興国 MSCI EM 1,690.70 -30.80 ▲1.79

7月10日 騰落幅 騰落率%

先進国 S&P先進国REIT指数 294.87 -2.38 ▲0.80

日本 東証REIT指数 1,820.87 -8.76 ▲0.48

7月10日 騰落幅

日本 2.700 -0.080 

米国 4.562 0.077

ドイツ 3.065 0.130

フランス 3.829 0.104

イタリア 3.802 0.095

スペイン 3.509 0.089

英国 4.872 0.090

カナダ 3.514 0.071

オーストラリア 4.836 0.039

7月10日 騰落幅 騰落率%

米ドル 161.68 0.34 0.21

ユーロ 184.56 0.02 0.01

英ポンド 216.76 1.44 0.67

カナダドル 114.31 0.69 0.61

オーストラリアドル 112.45 0.48 0.43

ニュージーランドドル 93.19 1.04 1.13

中国人民元 23.859 0.062 0.26

シンガポールドル 125.207 0.297 0.24

インドネシアルピア（100ﾙﾋﾟｱ） 0.8952 -0.0032 ▲0.36

インドルピー 1.6969 0.0039 0.23

トルコリラ 3.439 -0.006 ▲0.18

ロシアルーブル 2.1008 0.0068 0.32

南アフリカランド 9.928 -0.017 ▲0.17

メキシコペソ 9.254 0.017 0.18

ブラジルレアル 31.654 0.443 1.42

7月10日 騰落幅 騰落率%

原油 WTI先物 （期近物） 71.41 2.72 3.96

金 COMEX先物 （期近物） 4,113.70 -12.00 ▲0.29

株式

為替（対円）

10年国債利回り

商品
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【図1】インフレ懸念に加え、財政の持続性に対する懸念も■ 骨太方針の文言修正も市場の見方は不変か

先週の日経平均株価は軟調。週の前半はAI相場の持続

性への懸念や中東問題再燃で大幅続落も、週末にかけ反

発しました。今週は小売などの企業決算にも注目です。

他方、債券市場では政府が骨太方針の原案を公表後、

長期金利が急上昇。「財政規律」の文言が削除された一

方、積極財政･日銀の利上げけん制姿勢が示され、市場で

はインフレ懸念に加え財政悪化懸念も意識されています

（図1）。政府は文言修正を検討、金融政策の独立性が明

記される模様です。さらに10日には片山財務相が年金基

金による国内資産への投資拡大を示唆するなど政府は金

利上昇抑制に腐心。金利は目先低下余地を残すものの、

消費減税や官民投資370兆円超、防衛費増大などの財政拡

張懸念が意識されやすいため、金利上昇圧力は根強いと

みます。長期金利は節目の3%が視野に入りそうです。

■ 中東情勢収束期待の高まりでマインド改善

8日公表の6月景気ウォッチャー調査は、景気の現状判

断DIが44.0と2カ月連続で上昇。また、先行き判断DIは全

項目で大幅に上昇するなど、米･イラン停戦合意後に実施

された6月調査では、中東情勢収束への期待感が確認され

ました（図2）。ただし、物価上昇や供給不安などを懸念

する声は引き続き多数みられ、中東情勢悪化前の水準を

取り戻すには至っていません。現状判断理由コメントか

らは、6月は飲食･小売中心に台風や大雨などの天候不順

により来客数の減少を指摘する声もみられました。

また、物価高を背景に節約志向が継続している様子が

うかがえる一方、「一部の富裕層の消費意欲は高水準を

保っている」、「高額品売上が富裕層中心に目立つ」と

の声も目立ち、消費の二極化が進んでいる模様。株高な

どの資産効果もあり、日本でも高所得者層による旺盛な

消費が景気を下支える構図が強まりつつあります。

■ 日銀は利上げペースを早められるか？

日銀が9日に公表した地域経済報告では、AI需要拡大

を背景とした生産･輸出の堅調さに加え、人件費増や原油

高による価格転嫁の進展、夏場以降の値上げ方針など、

足元の日銀シナリオに沿った声が多く示されました。

実際、国内企業物価は6月に前年比+7.1%と3年3カ月ぶ

りの高い伸びに。さらに、輸入物価（円建て）も同

+29.7%と前月から更に伸びが加速するなど、川上の物価

上昇は歯止めがかかりません（図3）。円安･金利上昇要

因でもあるインフレ懸念が深刻となるなか、日銀が利上

げペースを早められるのかが目先の焦点です。（大畑）

日本 骨太ショックで長期金利は一時、30年ぶりの水準を更新

【図3】川上物価は上昇の勢い止まらず、インフレ懸念は深刻

【図2】6月景気ウォッチャー調査は先行き判断DIが急上昇

出所）日本銀行より三菱UFJアセットマネジメント作成

日本 国内企業物価と輸入物価

出所）Bloombergより三菱UFJアセットマネジメント作成

注）直近値は2026年6月。

注） 直近値は2026年7月10日。

日本 10年債利回りと2年債利回りとの利回り差

出所）内閣府、総務省より三菱UFJアセットマネジメント作成

注） 直近値は2026年6月。

日本 景気ウォッチャー調査と実質消費支出
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米国 地政学リスク再燃だが、決算本格化で業績相場へ移行か。物価も要注目

【図1】収益見通しは下方修正微増も、水準は低い

出所）Bloombergより三菱UFJアセットマネジメント作成

米国 S&P500指数構成銘柄の収益見通し修正件数

【図2】作業部会はバランスの取れた人選

米国 政策枠組み見直し作業部会の主要人事

【図3】消費者物価が示す川上の物価上昇への追随の程度は

注）直近値は2026年5月。消費者物価は2025年10月の算出無し。
コアは総合除く食品・エネルギー。コア財は財除く食品・エネルギー。

米国 各種物価指数(前年比)

出所）FRBより三菱UFJアセットマネジメント作成

注）役職・肩書は代表的なものを筆者が抽出。

注）直近値は2026年7月10日。予想はBloomberg。
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■ 決算シーズン到来、業績主導相場へ移行か

先週のS&P500は上昇。イランによるホルムズ海峡を通

行する商船への攻撃に端を発した米・イラン間の武力衝

突と海峡の再封鎖宣言を受けて地政学リスクが再燃。市

場は資源高・金利高・ドル高と、景気敏感株から半導体

株へのセクターローテーション巻き戻しで反応しまし

た。トランプ大統領は停戦の覚書は終わったとしつつ

「攻撃は長くならない」と攻撃に深入りしない姿勢を見

せる中で、海峡封鎖は長くは無いと見られるものの、改

めて停戦の脆弱さを印象づける結果となりました。

ただし、今週以降は決算発表が本格化することで市場

の目線は企業業績へと移動する見込み(図1)。火曜・水曜

には主要金融機関の決算が公表され、企業やプライベー

トクレジットへの貸出に悪化の兆しが無いか注目です。

■ 6月FOMCの議事録は委員間の意見相違鮮明

先週は6月米連邦公開市場委員会(FOMC)議事録が公開

され、経済や雇用の先行きへ自信をのぞかせるも、物価

見通しは上方リスクがあると示唆。特にAIブームを受け

た物価圧力に言及しました。さらに一部委員が利上げに

理解を示す一方で、その他の委員は据え置きを主張する

など、足元の政策金利水準に関する委員間の意見の隔た

りは大きく、政策は今後の物価次第といえます。さらに

ガイダンスの簡素化に賛成する委員は一部に留まり、こ

こにも委員間の意見相違が見えました。

先週はウォーシュ議長が作業部会の主要人事を公表(図

2)。大学教授や中央銀行総裁経験者、AIや小売業界首位

企業関係者を含む力の入った布陣であり、バランスが取

れた人選といえます。今週は半期議会証言も予定されて

おり、新たな材料を待つ展開となる見込みです。

■ 今週公表の物価指標は、上方圧力を示すか

今週は火曜日に6月消費者物価、水曜日に6月生産者物

価が公表予定です。6月ISM製造業・サービス業景気指数

では物価上昇圧力の低下が示唆された一方、米国内のガ

ソリン価格も5月中旬には下落を始めていることから、a)

生産者物価の上昇が鈍化しているのか、b)燃料価格上昇

の影響がコア物価にも波及しているのか、に注目が集ま

ります(図3)。足元市場では6月消費者物価(前年比)は総合

が+3.8%(前月 :同+4.2%)、コア(総合除く食品・エネル

ギー)が+2.9%(前月:同+2.9%)を予想しています。

その他、ベージュブック(地区連銀経済報告)や6月小売

売上高も公表予定。物価高を受けた企業や個人の投資・

消費意欲への影響も確認する形になるでしょう。（牧）

メンバー 役職・肩書

ピーター・R・フィッシャー ワシントン大学ビジネススクール教授

アルミニオ・フラガ 元ブラジル中央銀行総裁

マーヴィン・キング 元イングランド銀行総裁

カレン・ダイナン ハーバード大学経済学教授

ラグラム・ラジャン 元インド準備銀行総裁

ジェレミー・スタイン 元FRB理事

ラジ・チェッティ ハーバード大学 経済学教授

ダグ・マクミロン 元ウォルマートCEO

ケビン・マーフィー シカゴ大学経済学教授

マルク・アンドリーセン ベンチャーキャピタル創業者

チャールズ・I・ジョーンズ
スタンフォード大学経済学教授
（アンソロピック出向中）

アシャ・シャルマ マイクロソフト上級役員、XBOX部門CEO

グレッグ・マンキュー 元大統領経済諮問委員会委員長

トーマス・サージェント ニューヨーク大学経済学教授

ウィリアム・ホワイト 元国際決済銀行経済顧問

コミュニ
ケーション

バランス
シート

データ

生産性と雇用

インフレ
枠組み
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■ドイツ製造業、底入れの兆候が徐々に鮮明に

7日に公表されたドイツの5月鉱工業生産は前月比

+0.9%と、市場予想(同+0.2%)を上回り、2025年9月以来の

大幅な伸びとなりました(図1)。主力産業である自動車生

産が同+3.6%と大きく増加したことに加え、建設業やエ

ネルギー部門の増産も全体を押し上げました。エネル

ギー価格上昇や中東情勢の混迷が続くなかでも生産活動

は回復基調を維持し、製造業の底入れを示唆しました。

また、6日に公表されたドイツの5月製造業受注も同

+1.9%と4月の減少から反発(図2)。とりわけ、航空機･船

舶･鉄道車両･軍用車両を含むその他輸送機械が同+85%と

急増したほか、機械設備や電気機器も堅調に推移しまし

た。ユーロ圏外からの受注は同▲3.2%と弱含んだもの

の、ユーロ圏向け受注は同+11.2%、国内向け受注も同

+1.3%と底堅さを維持しました。ドイツ政府によるイン

フラ投資や防衛支出拡大を背景に、今後の設備投資や製

造業需要への期待も高まっています。3カ月平均では、製

造･受注ともに力強さを欠く状況が続くものの、そろって

改善したことで、ドイツ製造業は長期低迷から緩やかな

がら回復局面へ移行しつつあることがうかがえます。

■ ECB、エネルギー高によるインフレリスク
への警戒解けず

欧州中央銀行(ECB)の6月政策理事会の議事要旨では、

中東情勢に伴うエネルギー価格上昇がインフレに及ぼす

影響への強い警戒感が改めて確認されました。原油価格

は4月のピークから低下したものの、天然ガス価格は依然

として高水準にあり、燃料や化学製品、食品などへの価

格転嫁を通じてインフレ圧力が幅広い分野へ波及するリ

スクが指摘されました。一方で、景気見通しについて

は、中東情勢を巡る不透明感を背景に下振れリスクが意

識されたものの、雇用環境や内需は比較的底堅く推移し

ていると評価されました。そのため、インフレ率を中期

的に2%へ戻すためには追加的な金融引き締めが必要との

認識が理事会内で共有されたことが示されました。

もっとも、政策運営については今後の経済指標や物価

動向次第とする姿勢も改めて強調されました。中東情勢

の改善を背景に、市場では追加利上げ観測がやや後退し

ていたものの、先週には米国･イラン間で再び攻撃の応酬

がみられ、停戦合意の持続性への懸念が再燃したことで

原油価格は再上昇(図3)。ECBは、依然エネルギー価格上

昇の波及やインフレ期待の不安定化に対する警戒を解い

ておらず、今後もエネルギー価格や企業の価格転嫁動

向、賃金動向を注視しながら、当面は引き締め的な政策

スタンスを維持する可能性が高いとみられます。(吉永)

【図1】ドイツ 5月鉱工業生産は、
昨年9月以来の大幅な伸びに

【図2】ドイツ 5月製造業受注は反発し、
ユーロ圏内･国内向け受注は堅調

【図3】ユーロ圏 米･イランが再び攻撃の応酬、
  エネルギー価格動向を巡る不透明感強く

ドイツ 鉱工業生産

出所）ドイツ連邦統計局より三菱UFJアセットマネジメント作成

注）直近値は2026年5月。

ドイツ 製造業受注

出所）ドイツ連邦統計局より三菱UFJアセットマネジメント作成

注）直近値は2026年7月10日。原油価格は北海ブレント先物
        (期近物)、天然ガス価格はオランダTTF先物(期近物)。

欧州 天然ガス・原油価格

出所）LSEGより三菱UFJアセットマネジメント作成
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タイ 4月に落ち込んだ景気は5月より緩やかな回復軌道に
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【図1】耐久財やサービスの消費が堅調に拡大

【図2】AIや電子部門関連を中心に設備投資が好調

【図3】輸出の落ち込みを受けて製造業生産が軟化

出所）タイ銀行(BoT) 、CEICより三菱UFJアセットマネジメント作成

出所）タイ工業省、CEICより三菱UFJアセットマネジメント作成

出所）タイ銀行(BoT) 、CEICより三菱UFJアセットマネジメント作成
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■ 5月には家計消費や民間投資が緩やかに回復

中東紛争ショック等から4月に落ち込んだタイの景気

は5月に緩やかに回復。今後も燃料価格の低下、海外から

の来訪者の回復、政府の家計消費支援策、域内のAI関連

投資等にけん引されて回復が続くものの、その勢いは鈍

いでしょう。6月末にかけて政府は5月の主要景気指標を

公表。輸出が鈍化したものの海外からの来訪者数が伸

び、民間消費や民間投資など内需が加速しました。

民間消費指数(PCI)は前月比+0.6%(4月▲1.9%)と4カ月

ぶりのプラスの伸び。耐久財が同+3.1%(同+0.7%)へ加速

(図1)。燃料価格が上昇する中で電気自動車(EV)の購入が

伸びました。サービスも同+1.4%(同▲2.1%)と3カ月ぶり

のプラス。来訪者の回復によります。非耐久財は同

+0.7%(同▲5.9%)へ反発。中東紛争で3月に燃料の買いだ

めがあり4月にその反動減が生じたものの、5月に入り消

費は正常化した模様です。民間投資指数(PII)は同+1.2% 

(同+0.2%)と好調でした。運輸機器が同+5.3%(同▲1.2%)

へ急反発(図2)。業務用車両購入や船舶輸入が加速しまし

た。設備投資は同+0.3%(同+0.8%)と8カ月連続の伸び。

AIや電子関連の直接投資が伸びました。建設投資は同

▲0.3%(同▲0.6%)と3カ月連続のマイナスでした。

■ 今年のGDP成長率は+2.2%前後の見込み

輸出(金を除く)は同▲0.6%(同+1.3%)へ反落。ハード

ディスクドライブ(HDD)や通信機器が失速し、自動車も

鈍化しました。海外からの来訪者数は同 +7.5%(同

▲3.9%)、支出額は同+2.3%(同▲2.4%)へ反発。中東情勢

の安定化と航空便の再開を受けて欧州からの長期滞在客

が回復しました。輸出の落ち込みから生産も減速。製造

業生産は同▲0.3%(同▲0.1%)と軟調でした(図3)。猛暑の

欧州向け需要から空調など家電製品が加速した一方、輸

出の低迷から自動車や電子製品が落ち込みました。

今後は国際燃料価格の低下などが海外からの来訪者数

の回復を促す見込み。観光シーズンの年末年始には欧州

からの長期滞在客が増え関連部門を支えるでしょう。ま

た、燃料小売価格の低下は家計の購買力を高め、政府に

よる家計消費支援策(6-9月、総額1,200億バーツ)も同消費

を押し上げる見通し。もっとも、高水準の家計債務や家

計向け融資の低迷などの重しが残るため、消費回復の勢

いは鈍いとみられます。アジア域内でのAI関連投資ブー

ムも関連部門の輸出と投資を押し上げる見込み。もっと

も、関連部門のすそ野が狭いこと、同部門の輸入依存度

が高く国内付加価値率が低いことから、景気押上げ効果

は大きくないとみられます。今年のGDP成長率は

+2.2%(昨年+2.4%)となると予想されます。（入村）
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出所） 各種情報、 Bloombergより三菱UFJアセットマネジメント作成

主要経済指標と政治スケジュール 

注）（日）日本、（米）米国、（欧）ユーロ圏･EU、（独）ドイツ、（仏）フランス、（伊）イタリア、 （英）英国、（豪）オーストラリア、（加）カナダ、
（中）中国、（印）インド、（伯）ブラジル、（露）ロシア、（他）その他、を指します。NAはデータなし。日程および内容は変更される可能性があります。

※ 塗りつぶし部分は今週、（*）は公表日未定

7/6 月 （印） 6月 消費者物価（前年比） （他） TSMC（台湾積体電路製造） 4-6月期決算発表

（米） 6月 ISMサービス業景気指数 5月：+3.93%、6月：（予）+4.20%

5月：54.5、6月：54.0 7/17 金
（欧） 5月 小売売上高（前月比） 7/14 火 （日） 特別国会会期末

4月：▲0.3%、5月：+0.2% （米） ウォーシュFRB議長 半期定例議会証言（下院） （米） 6月 輸出入物価（輸入、前年比）

（独） 5月 製造業受注（前月比） （米） バーFRB理事 講演 5月：+6.7%、6月：（予）+6.7%

4月：▲3.2%、5月：+1.9% （米） クックFRB理事 討議参加 （米） 6月 住宅着工･許可件数（着工、年率）

（米） ボウマンFRB理事 講演 5月：117.7万件、6月：（予）131.5万件

7/7 火 （米） 6月 消費者物価（前年比） （米） 6月 鉱工業生産（前月比）

（日） 5月 現金給与総額（速報、前年比） 総合　5月：+4.2%、6月：（予）+3.8% 5月：+0.1%、6月：（予）+0.2%

4月：+3.6%、5月：+3.2% 除く食品･エネルギー （米） 7月 消費者信頼感指数（ミシガン大学、速報）

（日） 5月 家計調査（実質個人消費、前年比） 　　　　5月：+2.9%、6月：（予）+2.9% 6月：49.5、7月：（予）51.0

4月：▲0.5%、5月：▲0.4% （米） シティグループ 4-6月期決算発表 （米） 7月 期待インフレ率（ミシガン大学、速報）

（日） 5月 景気動向指数（CI、速報） （米） JPモルガン･チェース 4-6月期決算発表 1年先　6月：+4.6%、7月：（予）+4.4%

先行　4月：116.1、5月：116.8 （米） バンク･オブ･アメリカ 4-6月期決算発表 5-10年先　6月：+3.3%、7月：（予）+3.3%

一致　4月：118.1、5月：118.5 （米） ウェルズ･ファーゴ 4-6月期決算発表

（米） 5月 貿易収支（通関ベース、季調値） （米） ゴールドマン･サックス 4-6月期決算発表 7/19 日
4月：▲546億米ﾄﾞﾙ （豪） 7月 消費者信頼感指数（前月比） （他） FIFAワールドカップ閉幕（米国、メキシコ、カナダ）

5月：▲776億米ﾄﾞﾙ 6月：▲2.9%、7月：（予）NA

（独） 5月 鉱工業生産（前月比） （中） 6月 貿易額（米ドル、前年比） 7/20 月
4月：+0.2%、5月：+0.9% 輸出　5月：+19.4%、6月：（予）+19.2% （米） 6月 景気先行指数（前月比）

（他） NATO首脳会議（～8日、トルコ） 輸入　5月：+27.4%、6月：（予）+25.0% （中） LPR（優遇貸付金利）発表

（他） サムスン電子4-6月期決算発表

7/15 水 7/21 火
7/8 水 （日） 5月 機械受注（船舶･電力除く民需、前月比） （独） 7月 ZEW景況感指数

（日） 5月 経常収支（季調値） 4月：+8.7%、5月：（予）▲4.2% （英） 5月 失業率（ILO基準）

4月：+4兆2,111億円 （米） ベージュブック（地区連銀経済報告） （英） 5月 平均週給（除くボーナス、前年比）

5月：+3兆645億円 （米） ウォーシュFRB議長 半期定例議会証言（上院） （他） ニュージーランド　4-6月期 消費者物価（前年比）

（日） 6月 景気ウォッチャー調査（景気判断DI） （米） クックFRB理事 講演

現状　5月：43.6、6月：44.0 （米） 6月 生産者物価（最終需要、前年比） 7/22 水
先行き　5月：40.7、6月：45.7 5月：+6.5%、6月：（予）+6.2% （日） 6月 貿易収支（通関ベース、速報）

（米） FOMC議事要旨（6月16-17日分） （米） 7月 ニューヨーク連銀製造業景気指数 （米） テスラ 4-6月期決算発表

（他） ニュージーランド　金融政策決定会合 6月：+5.7、7月：（予）+9.7 （英） 6月 消費者物価（前年比）

キャッシュレート：2.25%→2.50% （米） ブラックロック 4-6月期決算発表 （他） インドネシア　金融政策決定会合（結果公表）

（他） IMF（国際通貨基金）世界経済見通し発表 （米） モルガン･スタンレー 4-6月期決算発表

（欧） 5月 鉱工業生産（前月比） 7/23 木
7/9 木 4月：+0.1%、5月：（予）+0.3% （米） 新規失業保険申請件数（週間）

（日） 日銀支店長会議 （欧） ASMLホールディング 4-6月期決算発表 （米） アルファベット4-6月期決算発表

（日） 地域経済報告（さくらレポート） （中） 4-6月期 実質GDP（前年比） （欧） ECB（欧州中銀）理事会

（米） ウィリアムズ･ニューヨーク連銀総裁 討議参加 1-3月期：+5.0%、4-6月期：（予）+4.5% （欧） ラガルドECB総裁 記者会見

（米） 6月 中古住宅販売件数（年率） （中） 6月 鉱工業生産（前年比） （欧） 7月 消費者信頼感指数（速報）

5月：419万件、6月：409万件 5月：+4.5%、6月：（予）+4.6% （豪） 6月 失業率

（米） 新規失業保険申請件数（週間） （中） 6月 小売売上高（前年比） （加） 5月 小売売上高（前月比）

6月27日終了週：21.7万件 5月：▲0.6%、6月：（予）▲0.1% （他） トルコ　金融政策委員会（結果公表）

7月4日終了週：21.5万件 （中） 6月 都市部固定資産投資（年初来、前年比） （他） 南アフリカ 金融政策委員会（MPC）結果公表

（中） 6月 生産者物価（前年比） 5月：▲4.1%、6月：（予）▲5.0%

5月：+3.9%、6月：+4.1% （加） 金融政策決定会合 7/24 金
（中） 6月 消費者物価（前年比） 翌日物金利：2.25%→（予）2.25% （日） 6月 消費者物価（全国、前年比）

5月：+1.2%、6月：+1.0% （日） 7月 製造業PMI（速報）

7/16 木 （日） 7月 サービス業PMI（速報）

7/10 金 （米） ジェファーソンFRB副議長 講演 （米） 米通商法122条に基づく関税期限

（日） 6月 国内企業物価（前年比） （米） 6月 小売売上高（前月比） （米） 6月 新築住宅販売件数（年率）

5月：+6.6%、6月：+7.1% 5月：+0.9%、6月：（予）+0.3% （米） 7月 製造業PMI（速報）

（日） 安川電機 3-5月期決算発表 （米） 7月 フィラデルフィア連銀製造業景気指数 （米） 7月 サービス業PMI（速報）

（加） 6月 失業率 6月：+10.3、7月：（予）+12.3 （欧） 7月 製造業PMI（速報）

5月：6.6%、6月：6.5% （米） 7月 NAHB住宅市場指数 （欧） 7月 サービス業PMI（速報）

（伯） 6月 消費者物価（IPCA、前年比） 6月：35、7月：（予）35 （独） 7月 製造業PMI（速報）

5月：+4.72%、6月：+4.64% （米） 新規失業保険申請件数（週間） （独） 7月 サービス業PMI（速報）

（他） SKハイニックスが米国預託証券をNASDAQ上場 7月4日終了週：21.5万件 （独） 8月 GfK消費者信頼感指数

7月11日終了週：（予）21.7万件 （英） 6月 小売売上高（前月比）

7/13 月 （英） 英労働党党首候補者受付締切日 （英） 7月 製造業PMI（速報）

（米） ボウマンFRB副議長 講演 （英） 5月 鉱工業生産（前月比） （英） 7月 サービス業PMI（速報）

（米） ウォラーFRB理事 講演 4月：0.0%、5月：（予）▲0.1% （露） 金融政策決定会合

（中） 6月 社会融資総量（*） （伯） 5月 小売売上高（前年比）

5月：2兆264億元 4月：+1.0%、5月：（予）+1.3%

6月：（予）NA （他） 韓国　金融政策決定会合（結果公表）

（中） 6月 マネーサプライ（M2、前年比）（*） 基準金利：2.50%→（予）2.75%

5月：+8.6%、6月：（予）+8.5%
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本資料に関してご留意頂きたい事項

■本資料は、投資環境等に関する情報提供のために三菱UFJアセットマネジメントが作成した資料であり、金融商品取引法に基づく開示資料では
ありません。販売会社が投資勧誘に使用することを想定して作成したものではありません。

■本資料の内容は作成時点のものであり、将来予告なく変更されることがあります。

■本資料は信頼できると判断した情報等に基づき作成しておりますが、その正確性・完全性等を保証するものではありません。

■各ページのグラフ・データ等は、過去の実績・状況または作成時点での見通し・分析であり、将来の市場環境の変動や運用状況・成果を示
唆・保証するものではありません。また、税金・手数料等を考慮しておりません。

■本資料に示す意見等は、特に断りのない限り本資料作成日現在の三菱UFJアセットマネジメント ストラテジック・リサーチ部リサーチグルー
プの見解です。また、三菱UFJアセットマネジメントが設定･運用する各ファンドにおける投資判断がこれらの見解に基づくものとは限りません。

本資料中で使用している指数について

「日経平均株価」に関する著作権、知的所有権、その他一切の権利は日本経済新聞社に帰属します。

TOPIX（東証株価指数）、東証REIT指数に関する知的財産権その他一切の権利は株式会社JPX総研又は株式会社JPX総研の関連会社に帰属します。

ドイツ「DAX®」：本指数は、情報提供を目的としており、売買等を推奨するものではありません。

STOXXリミテッドはストックス･ヨーロッパ600指数に連動する金融商品を推奨、発行、宣伝又は推進を行うものではなく、本金融商品等に関し
ていかなる責任も負うものではありません。

FTSE International Limited(“FTSE”)©FTSE。“FTSE®”はロンドン証券取引所グループ会社の登録商標であり、FTSE International Limitedは許可を得
て使用しています。FTSE指数、FTSE格付け、またはその両方におけるすべての権利は、FTSE、そのライセンサー、またはその両方に付与され
ます。FTSEおよびライセンサーは、FTSE指数、FTSE格付け、もしくはその両方、または内在するデータにおける誤りや省略に対して責任を負
わないものとします。FTSEの書面による同意がない限り、FTSEデータの再配布は禁止します。

MSCI WORLD、MSCI EM、MSCI USA、MSCI JAPAN、MSCI GERMANYに対する著作権およびその他知的財産権はすべてMSCI Inc.に帰属しま
す。

S&P先進国REIT指数はS&Pダウ・ジョーンズ・インデックス（S&P DJI）の商品であり、これを利用するライセンスが三菱UFJアセットマネジメ
ント株式会社に付与されています。S&P DJIは、S&P先進国REIT指数の誤り、欠落、または中断に対して一切の責任を負いません。

ラッセル・インデックスに関連するトレードマーク、サービスマークおよび著作権は、Frank Russell Companyに帰属します。


